
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
前胴と後胴とが屈曲手段により屈曲自在に連結された第１掘削機本体と、前記後胴の外周
部に相対移動自在に嵌合する第２掘削機本体と、前記後胴と前記第２掘削機本体を連結す
るロック機構と、前記第１掘削機本体を前進させる推進ジャッキと、前記第１掘削機本体
の前部に駆動回転可能に装着されて掘削径を変更可能なカッタヘッドとを具えたことを特
徴とする多段式トンネル掘削機。
【請求項２】
請求項１記載の多段式トンネル掘削機において、前記屈曲手段は、前記前胴の後端部と前
記後胴の前端部とを連結する球面軸受と、前記前胴と前記後胴との間に架設された屈曲ジ
ャッキとを有することを特徴とする多段式トンネル掘削機。
【請求項３】
請求項１記載の多段式トンネル掘削機において、前記前胴から径方向外方に突出可能な張
出部を有するグリッパ手段を設けたことを特徴とする多段式トンネル掘削機。
【請求項４】
請求項３記載の多段式トンネル掘削機において、前記グリッパ手段の張出部は前記前胴の
周方向に沿って複数並設され、それぞれ独立して移動自在としたことを特徴とする多段式
トンネル掘削機。
【請求項５】
請求項３記載の多段式トンネル掘削機において、前記グリッパ手段の張出部は、トンネル
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掘削機の長手方向におけるほぼ重心位置に設けられたことを特徴とする多段式トンネル掘
削機。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、地盤を掘削してトンネルを構築するシールド掘削機やトンネルボーリングマシ
ンなどに適用され、一台で径の異なるトンネルを連続して掘削可能な多段式トンネル掘削
機に関する。
【０００２】
【従来の技術】
一般的なトンネル掘削機において、円筒形状をなす掘削機本体の前部にカッタヘッドが駆
動モータにより駆動回転自在に装着される一方、後部に複数のシールドジャッキが円周方
向に並設されており、このシールドジャッキを伸長して既設セグメントへの押し付け反力
により掘削機本体を前進することができる。また、掘削機本体の後部にはエレクタ装置が
装着されており、このエレクタ装置はシールドジャッキによって前進した掘削機本体と既
設セグメントとの間の空所に新しいセグメントを装着することで、セグメントをリング状
に組み付けてトンネルを構築することができる。
【０００３】
ところで、下水道用のトンネルは下水の流量に応じてその内径が設定されており、一般に
上流は小径であって、下流にいく程大径に移行するものとなっている。このような途中で
内径の異なるトンネルを掘削する場合、親子トンネル掘削機を用いてトンネル工事を行う
。
【０００４】
例えば、特開平９－１３８７３号公報に開示された中折れ式親子シールド掘進機にあって
は、親シールドの前胴部に子シールドの前胴部を格納すると共に、親シールドの後胴部に
子シールドの後胴部を格納し、これら親子シールド中折れ中心点を同一位置とし、中折れ
ジャッキにより前胴部と前胴部を中折れ可能としている。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
上述した従来の親子シールド掘進機では、親シールドにおける前胴部の後端と後胴部の前
端を球面軸受により中折れ可能に連結すると共に、子シールドにおける前胴部の後端と後
胴部の前端を球面軸受により中折れ可能に連結しており、嵌合するシールド（胴）の数だ
け球面軸受が必要となる構造となっており、構造が複雑化してしまうという問題がある。
また、近年、親子シールド掘進機のような２段式ではなく、３段以上のシールド掘進機を
用いて内径が３段以上変化するトンネルの掘削工事が増加してきており、３段式シールド
掘進機では、３つの球面軸受が必要となり、更に構造が複雑化してしまう。
という問題がある。
【０００６】
本発明はこのような問題を解決するものであって、装置の小型軽量化並びに製造コストの
低減を図ると共に、途中で径が変化するトンネルを容易に掘削可能とした多段式トンネル
掘削機を提供することを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
上述の目的を達成するための請求項１の発明の多段式トンネル掘削機は、前胴と後胴とが
屈曲手段により屈曲自在に連結された第１掘削機本体と、前記後胴の外周部に相対移動自
在に嵌合する第２掘削機本体と、前記後胴と前記第２掘削機本体を連結するロック機構と
、前記第１掘削機本体を前進させる推進ジャッキと、前記第１掘削機本体の前部に駆動回
転可能に装着されて掘削径を変更可能なカッタヘッドとを具えたことを特徴とするもので
ある。
【０００８】
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従って、推進ジャッキにより第１、第２掘削機本体が同時に掘進し、回転するカッタヘッ
ドによりトンネルを掘削可能であり、第１、第２掘削機本体が所定の掘進位置で一つの屈
曲手段により屈曲可能である。この場合、掘削機本体は２つだけでなく３つ以上設けても
よく、前胴と後胴だけではなくその間に中胴を屈曲自在に設けてもよい。
【０００９】
請求項２の発明の多段式トンネル掘削機では、前記屈曲手段は、前記前胴の後端部と前記
後胴の前端部とを連結する球面軸受と、前記前胴と前記後胴との間に架設された屈曲ジャ
ッキとを有することを特徴としている。
【００１０】
請求項３の発明の多段式トンネル掘削機では、前記前胴から径方向外方に突出可能な張出
部を有するグリッパ手段を設けたことを特徴としている。
【００１１】
即ち、第１掘削機本体の後胴の外周部に第２掘削機本体が嵌合する構造であり、掘進中は
第１掘削機本体の前胴の外周面と掘削壁面との間に空洞部が位置することとなるため、こ
の空洞部に対してグリッパ手段により張出部を突出することで、掘削壁面を支持する。こ
の場合、張出部を前胴の周方向に沿って複数設けて独立移動自在とすることで、上部の張
出部は掘削壁面の滑落を防止でき、下部及び側部の張出部は掘削機本体の掘進方向を規制
できる。
【００１２】
請求項４の発明の多段式トンネル掘削機では、前記グリッパ手段の張出部は、前記前胴の
周方向に沿って複数並設されそれぞれ独立して移動自在としたことを特徴としている。
【００１３】
請求項５の発明の多段式トンネル掘削機では、前記グリッパ手段の張出部は、トンネル掘
削機の長手方向におけるほぼ重心位置に設けられたことを特徴としている。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下、図面に基づいて本発明の実施の形態を詳細に説明する。
【００１５】
図１に本発明の第１実施形態に係る多段式トンネル掘削機としての泥水式シールド掘削機
の概略断面、図２にシールド掘削機の正面視を示す。
【００１６】
本実施形態の泥水式シールド掘削機において、図１及び図２に示すように、第１掘削機本
体１１は円筒形状をなし、前胴１２の後端部が後胴１３の前端部に取付けられた球面軸受
（屈曲手段）１４に嵌合することで、ほぼ同径の前胴１２と後胴１３とが屈曲自在に連結
されている。第２掘削機本体１５は第１掘削機本体１１よりもやや大径の円筒形状をなし
、後胴１３の外周部に前後のシールリング１６を介して相対移動自在に嵌合している。第
３掘削機本体１７は第２掘削機本体１５よりもやや大径の円筒形状をなし、第２掘削機本
体１５の外周部に前後のシールリング１８を介して相対移動自在に嵌合している。
【００１７】
そして、第１掘削機本体１１にて、前胴１２の後端部に固定された前胴連結部１９と後胴
１３の前端部に固定された後胴連結部２０とが連結軸２１により連結されることで、前胴
１２と後胴１３及び第２、第３掘削機本体１５，１７とがそれぞれ一体に屈曲自在となっ
ている。また、前胴１２と後胴１３との間には複数の複数の中折ジャッキ（屈曲手段、屈
曲ジャッキ）２２が介装されており、この中折ジャッキ２２の伸縮動作により前胴１２と
後胴１３及び第２、第３掘削機本体１５，１７とを屈曲させることができる。
【００１８】
第１掘削機本体１１における前胴１２の前部にはバルクヘッド２３が形成され、このバル
クヘッド２３には各掘削機本体１１，１５，１７の中心に位置する回転軸（図示略）によ
りカッタヘッド２４が回転自在に支持されており、回転軸の後部にはリングギヤ２５が固
定され、前胴１２に取付けられた複数の駆動モータ２６の駆動ギヤ２７がこのリングギヤ
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２５に噛み合っている。従って、駆動モータ２６を駆動することで、駆動ギヤ２７と噛み
合うリングギヤ２５を介してカッタヘッド２４を回転することができる。
【００１９】
このカッタヘッド２４は、中心部から４つのカッタスポーク２８が放射方向に延出される
と共に、この間に扇形状をなす４つの面板２９が取付けられてなり、各カッタスポーク２
９に多数の先行ビット３０及びカッタビット３１が取付けられ、各面板２９に補助ビット
３２が取付けられている。そして、各カッタスポーク２８の先端部には伸縮スポーク３３
が径方向に沿って移動自在に装着され、伸縮ジャッキ３４により伸縮可能となっており、
伸縮スポーク３３に先行ビット３５及びカッタビット３６が取付けられている。また、２
つの伸縮スポーク３３の先端部にはコピーカッタ３７が油圧ジャッキ３８により出没可能
となっている。なお、カッタヘッド２４は４つのカッタスポーク２８及び面板２９から構
造に限定されるものではない。
【００２０】
また、各掘削機本体１１，１５，１７が一体となって掘進できるように、後胴１３と第２
、第３掘削機本体１５，１７を連結する連結板（ロック機構）３９，４０が設けられてい
る。この連結板３９は後胴１３と第２掘削機本体１５の各後端部を一体に連結し、連結板
４０は第２、第３掘削機本体１５，１７の後端部を一体に連結するものである。
【００２１】
更に、カッタヘッド２４と前胴１２のバルクヘッド２３との間には掘削土砂を取り込むチ
ャンバ４１が設けられている。そして、このチャンバ４１には一端が第１掘削機本体１１
の後方に延設された送泥管４２及び排泥管４３の他端が開口している。
【００２２】
一方、掘削機本体１１には球面軸受１４の内周側に位置して複数のシールドジャッキ（推
進ジャッキ）４４が周方向に沿って並設され、支持壁４５に取付けられており、所定量偏
心したクランク部材４６を介してスプレッダ４７が装着されている。このシールドジャッ
キ４４は伸長してスプレッダ４７をトンネル内周面に組付けられた既設セグメントＳに押
し付けることで、その反力により掘削機本体１１，１５，１７を前進させることができる
。また、支持壁４５には駆動モータ４８により旋回リング４９が旋回自在に支持されてお
り、この旋回リング４９にはエレクタ装置５０が搭載されている。このエレクタ装置５０
はセグメントＳを把持し、既設トンネルの周方向及び径方向に移動することで、このセグ
メントＳを所定の位置に組み付けることができる。
【００２３】
ここで、上述した本実施形態のシールド掘削機によるトンネル掘削作業について説明する
。
【００２４】
本実施形態では、まず、第３掘削機本体１７の外径に対応した大径トンネルを所定長さ掘
削し、次に、第２掘削機本体１５の外径に対応した中径トンネルを所定長さ掘削し、最後
に、第１掘削機本体１１の外径に対応した小径トンネルを所定長さ掘削する。そのため、
掘削を開始する前に、連結板３９，４０により各掘削機本体１１，１５，１７を一体に連
結すると共に、伸縮ジャッキ３４を伸長して伸縮スポーク３３を突出させておく。
【００２５】
この状態で、まず、駆動モータ２６によってカッタヘッド２４を回転しながら複数のシー
ルドジャッキ４４を伸長して既設セグメントＳへの押し付け反力によって各掘削機本体１
１，１５，１７を一体に前進させる。すると、カッタヘッド２４が前方の地盤を掘削し、
第３掘削機本体１７とほぼ同径の大径トンネルを掘削することができる。そして、カッタ
ヘッド２４により掘削された土砂はチャンバ４１内の取り込まれ、送泥管４２からの泥水
と共に攪拌されて排泥管４３により外部に排出される。次に、シールドジャッキ４４の何
れか一つを縮み方向に作動して既設セグメントＳとの間に空所を形成し、エレクタ装置５
０によりこの空所に新しいセグメントＳを装着する。
【００２６】
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このトンネル掘削作業時に、中折ジャッキ２２を伸縮作動することで、第１掘削機本体１
１の後胴１３及び第２、第３掘削機本体１５，１７に対して前胴１２を屈曲させ、第１掘
削機本体１１の前胴１２をトンネル掘削予定進路に応じて掘進させることができる。
【００２７】
この作業の繰り返しにより大径トンネルを所定長さ構築すると、カッタヘッド２４の回転
を停止すると共に各掘削機本体１１，１５，１７を停止する。ここで、連結板３９を取り
外して第２掘削機本体１５と第３掘削機本体１７の連結を解除し、伸縮ジャッキ３４を第
２掘削機本体１５の外径に合わせて若干収縮して伸縮スポーク３３を内方に移動させる。
また、第３掘削機本体１７と既設セグメントＳとを連結する一方、エレクタ装置５０によ
り第２掘削機本体１５の外径に応じた中径のセグメントをリング状に組み付ける。更に、
第２掘削機本体１５の後端部に図示しないテールリング及びテールシールを装着すると共
に、シールドジャッキ４４のスプレッダ４７を交換する。
【００２８】
この状態で、前述同様に、カッタヘッド２４を回転しながら各シールドジャッキ４４を伸
長すると、中径の既設セグメントＳへの押し付け反力によって第１、第２掘削機本体１１
，１５のみが一体に前進し、既設セグメントＳに連結された第３掘削機本体１７がその位
置に置き去りにされる。従って、カッタヘッド２４が前方の地盤を掘削し、第２掘削機本
体１５とほぼ同径の中径トンネルを大径トンネルに連続して掘削することができる。
【００２９】
この作業の繰り返しにより中径トンネルを所定長さ構築すると、カッタヘッド２４及び掘
削機本体１１，１５を停止する。そして、連結板４０を取り外して後胴１３と第２掘削機
本体１５の連結を解除し、伸縮ジャッキ３４を第１掘削機本体１１の外径に合わせて収縮
して伸縮スポーク３３を内方に移動させる。また、第２掘削機本体１５と既設セグメント
Ｓとを連結する一方、エレクタ装置５０により第１掘削機本体１１の外径に応じた小径の
セグメントをリング状に組み付ける。更に、後胴１３の後端部に図示しないテールリング
及びテールシールを装着すると共に、シールドジャッキ４４のスプレッダ４７を交換する
。
【００３０】
この状態で、前述同様に、カッタヘッド３０を回転しながら各シールドジャッキ６５を伸
長すると、小径の既設セグメントＳへの押し付け反力によって第１掘削機本体１１のみが
一体に前進し、既設セグメントＳに連結された第２掘削機本体１５がその位置に置き去り
にされる。従って、カッタヘッド３０が前方の地盤を掘削し、第１掘削機本体１１とほぼ
同径の小径トンネルを中径トンネルに連続して掘削することができる。
【００３１】
このように本実施形態のシールド掘削機にあっては、前胴１２と後胴１３とを球面軸受１
４により屈曲自在に連結して第１掘削機本体１１を構成し、後胴１３の外周部に第２掘削
機本体１５を嵌合し、第２掘削機本体１５の外周部に第３掘削機本体１７を嵌合し、前胴
１２と後胴１３との間に中折ジャッキ２２を介装することで、この中折ジャッキ２２の伸
縮動作により第１掘削機本体１１の前胴１２と後胴１３及び第２、第３掘削機本体１５，
１７とを球面軸受１４により一体に屈曲可能としている。
【００３２】
従って、３段の掘削機本体１１，１５，１７を一つの球面軸受１４と中折ジャッキ２２に
より一体に屈曲可能となり、構造の簡素化を図ることができる。そして、第１掘削機本体
１１の前胴１２の外周部には第２、第３掘削機本体１５，１７の前胴が存在しないため、
通常の屈曲動作に支障をきたすことなく、第３掘削機本体１７から第１、第２掘削機本体
１１，１５を、また、第２掘削機本体１５から第１掘削機本体１１を容易に離脱させるこ
とができ、径の変化する３段のトンネルを適正に掘削することができる。
【００３３】
図３に本発明の第２実施形態に係る多段式トンネル掘削機としての泥水式シールド掘削機
の概略断面、図４に図３の IV－ IV断面を示す。なお、前述した実施形態で説明したものと
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同様の機能を有する部材には同一の符号を付して重複する説明は省略する。
【００３４】
第２実施形態の泥水式シールド掘削機では、図３及び図４に示すように、第１掘削機本体
１１の後胴１３の外周部に第２、第３掘削機本体１５，１７が嵌合する構造であり、掘進
中は第１掘削機本体１１の前胴１２の外周面と掘削壁面との間に空洞部が形成されること
となる。掘削地盤が岩盤などの硬質地盤でないときには、地盤の滑落や崩落が発生するお
それがあるため、この空洞部に対して張出部を突出して掘削壁面を支持するグリッパ手段
５１がシールド掘削機の長手方向におけるほぼ重心位置に設けられている。
【００３５】
このグリッパ手段５１において、第１掘削機本体１１の前胴１２にはバルクヘッド２３の
後方に矩形をなす貫通孔５２，５３，５４，５５が周方向に沿って上下左右に位置して形
成され、各貫通孔５２，５３，５４，５５には張出部５６，５７，５８，５９が径方向移
動自在に嵌合している。この張出部５６，５７，５８，５９は外周面が前胴１２の外周面
と連続するような円弧形状をなし、貫通孔５２，５３，５４，５５との間には図示しない
シール機能が作用することで、前胴１２内に泥水や泥土などが浸入しない構造となってい
る。
【００３６】
また、前胴１２のバルクヘッド２３にはその後部に支持筒６０が固定されており、この支
持筒６０の外周部には４つの取付部６１が取付けられており、各取付部６１と張出部５６
，５７，５８，５９との間には張出ジャッキ６２，６３，６４，６５が架設されている。
【００３７】
従って、各張出ジャッキ６２，６３，６４，６５を収縮すると、各張出部５６，５７，５
８，５９が前胴１２内に引き込まれ、外周面が前胴１２の外周面と凹凸なく連続して円筒
形状を形成することができる一方、各張出ジャッキ６２，６３，６４，６５を伸長すると
、各張出部５６，５７，５８，５９が前胴１２から外方に押し出され、外周面が第２掘削
機本体１５、あるいは第３掘削機本体１７の外周面とほぼ同位置に位置することができる
。
【００３８】
即ち、各張出ジャッキ６２，６３，６４，６５を伸長して各張出部５６，５７，５８，５
９を第３掘削機本体１７の外周面とほぼ同位置に位置させた状態で、カッタヘッド２４を
回転しながら各シールドジャッキ４４を伸長して掘削機本体１１，１５，１７を一体に前
進させると、カッタヘッド２４が前方の地盤を掘削し、第３掘削機本体１７とほぼ同径の
大径トンネルを掘削することができる。
【００３９】
このとき、カッタヘッド２４が掘削したトンネル径よりも前胴１２の外径が小さいため、
前胴１２の外周面と掘削壁面との間に空洞部が形成されるが、この空洞部に張出部５６，
５７，５８，５９が位置することで、地盤の滑落や崩落を未然に防止できると共に、各掘
削機本体１１，１５，１７の姿勢を適正に維持できる。実際には、上部の張出部５６が地
盤の滑落や崩落を防止し、下部の張出部５９が掘削機本体１１，１５，１７のピッチング
を防止し、左右の張出部５７，５８が掘削機本体１１，１５，１７のヨーイングを防止す
る。また、この張出部５６，５７，５８，５９がシールド掘削機の長手方向におけるほぼ
重心位置に設けられているため、その自重がシールド掘削機の姿勢に悪影響を及ぼすこと
はない。この場合、張出ジャッキ６２，６３，６４，６５により張出部５６，５７，５８
，５９を独立して出没させることができ、地盤の形態や掘進形態（屈曲時）等により一つ
、あるいは必要な張出部５６，５７，５８，５９のみを張り出すようにすることもできる
。
【００４０】
そして、大径トンネルを所定長さ構築すると、カッタヘッド２４の回転を停止すると共に
各掘削機本体１１，１５，１７を停止し、第２掘削機本体１５の外径に合わせて伸縮スポ
ーク３３を内方に移動させると共に、各張出ジャッキ６２，６３，６４，６５を収縮し、
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各張出部５６，５７，５８，５９を第２掘削機本体１５の外周面とほぼ同位置に位置させ
る。この状態で、カッタヘッド２４を回転しながらシールドジャッキ４４を伸長すると、
第１、第２掘削機本体１１，１５のみが一体に前進し、既設セグメントＳに連結された第
３掘削機本体１７がその位置に置き去りにされ、第２掘削機本体１５とほぼ同径の中径ト
ンネルを大径トンネルに連続して掘削することができる。
【００４１】
この作業の繰り返しにより中径トンネルを所定長さ構築すると、カッタヘッド２４の回転
を停止すると共に各掘削機本体１１，１５を停止し、第１掘削機本体１５の外径に合わせ
て伸縮スポーク３３を内方に移動させると共に、各張出ジャッキ６２，６３，６４，６５
を収縮し、各張出部５６，５７，５８，５９を第１掘削機本体１１の外周面とほぼ同位置
に位置させる。この状態で、カッタヘッド２４を回転しながらシールドジャッキ４４を伸
長すると、第１掘削機本体１５のみが前進し、既設セグメントＳに連結された第２掘削機
本体１５がその位置に置き去りにされ、第１掘削機本体１１とほぼ同径の小径トンネルを
中径トンネルに連続して掘削することができる。
【００４２】
このように本実施形態のシールド掘削機にあっては、前胴１２と後胴１３とを球面軸受１
４により屈曲自在に連結して第１掘削機本体１１を構成し、後胴１３の外周部に第２掘削
機本体１５を嵌合し、第２掘削機本体１５の外周部に第３掘削機本体１７を嵌合し、前胴
１２と後胴１３との間に中折ジャッキ２２を介装すると共に、張出部５６，５７，５８，
５９を張出ジャッキ６２，６３，６４，６５により外方に張り出し可能なグリッパ手段５
１をシールド掘削機の重心位置に位置するように前胴１２に設けている。
【００４３】
従って、掘削時に、上部の張出部５６が前胴１２の上方に突出することで、地盤の滑落や
崩落を防止することができ、下部の張出部５９が前胴１２の下方に突出することで、掘削
機本体１１，１５，１７のピッチングを防止することができ、左右の張出部５７，５８が
前胴１２の側方に突出することで、掘削機本体１１，１５，１７のヨーイングを防止する
ことができ、シールド掘削機を安定して掘進させることができる。
【００４４】
なお、上述の実施形態では、グリッパ手段５１として、第１掘削機本体１１の前胴１２に
上下左右に位置して４つの張出部５６，５７，５８，５９を設けたが、その数は４つに限
定されるものではなく、必要な１つの張出部であってもよく、５個以上に分割してもよい
。また、前胴１２の長手方における一部ではなく、全長にわたって設けてもよい。
【００４５】
また、上述した各実施形態では、シールド掘削機を３つの第１、第２、第３掘削機本体１
１，１５，１７により構成したが、２つでも、また、４つ以上であってもよい。また、掘
削機本体を前胴、中胴、後胴により構成してもよい。
【００４６】
更に、上述の実施形態では、本発明の多段式トンネル掘削機を泥水式シールド掘削機とし
て説明したが、土圧式シールド掘削機としてもよく、この場合、排土装置としてスクリュ
ーコンベヤを用いればよい。
【００４７】
【発明の効果】
以上、実施形態において詳細に説明したように請求項１の発明の多段式トンネル掘削機に
よれば、前胴と後胴とを屈曲手段により屈曲自在に連結して第１掘削機本体を構成すると
共に、後胴の外周部に第２掘削機本体を相対移動自在に嵌合し、第１掘削機本体の後胴と
第２掘削機本体とをロック機構により連結可能とし、第１掘削機本体を前進させる推進ジ
ャッキを設けると共に、第１掘削機本体の前部に掘削径を変更可能なカッタヘッドを駆動
回転可能に装着したので、複数の掘削機本体を一つの屈曲手段により一体に屈曲可するこ
とができ、構造の簡素化、装置の小型軽量化、低コスト化することができると共に、途中
で径が変化するトンネルを容易に掘削することができる。
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【００４８】
請求項２の発明の多段式トンネル掘削機によれば、屈曲手段を、前胴の後端部と後胴の前
端部とを連結する球面軸受と、前胴と後胴との間に架設された屈曲ジャッキとで構成した
ので、構造の簡素化を図ることができる。
【００４９】
請求項３の発明の多段式トンネル掘削機によれば、前胴から径方向外方に突出可能な張出
部を有するグリッパ手段を設けたので、掘進中にて、地盤の滑落や崩落を未然に防止する
ことができると共に、掘削機本体の姿勢を適正に維持することができる。
【００５０】
請求項４の発明の多段式トンネル掘削機によれば、グリッパ手段の張出部を前胴の周方向
に沿って複数並設してそれぞれ独立して移動自在としたので、上部の張出部は地盤の滑落
や崩落を防止することができ、下部の張出部は掘削機本体のピッチングを防止することが
でき、左右の張出部は掘削機本体のヨーイングを防止することができる。
【００５１】
請求項５の発明の多段式トンネル掘削機によれば、グリッパ手段の張出部をトンネル掘削
機の長手方向におけるほぼ重心位置に設けたので、グリッパ手段の自重がトンネル掘削機
の姿勢に悪影響を及ぼすことはなく、安定して掘進作業を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１実施形態に係る多段式トンネル掘削機としての泥水式シールド掘削
機の概略断面図である。
【図２】シールド掘削機の正面図である。
【図３】本発明の第２実施形態に係る多段式トンネル掘削機としての泥水式シールド掘削
機の概略断面図である。
【図４】図３の IV－ IV断面図である。
【符号の説明】
１１　第１掘削機本体
１２　前胴
１３　後胴
１４　球面軸受（屈曲手段）
１５　第２掘削機本体
１７　第３掘削機本体
２２　中折ジャッキ（屈曲手段、屈曲ジャッキ）
２４　カッタヘッド
３９，４０　連結板（ロック機構）
４４　シールドジャッキ（推進ジャッキ）
５０　エレクタ装置
５１　グリッパ手段
５２，５３，５４，５５　貫通孔
５６，５７，５８，５９　張出部
６２，６３，６４，６５　張出ジャッキ
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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